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１．はじめに
北海道小樽市に所在する「社会福祉法人小樽
育成院」（以下、小樽育成院）は、現在、高齢者
サービスを総合的に提供する地域拠点としての
役割を担う施設である。しかしその歴史は1898
（明治31）年、中島武兵（以下、中島）が孤児３
名を保護した「小樽孤児院」（以下、小樽孤児
院）を発端とする。その後、輿水伊代吉（初代
理事長であり院主：以下、輿水）によって明治
後期、人口５万人超を擁した小樽及びその周辺
地区の孤児救済の施設として発展を遂げること
となる。
小樽孤児院は途中、その名称を「小樽育成院」
と改称し、児童らの救済を行う部門を「育児部」
とした。そして、授産部門、収益事業部門を併
設しながら施設規模を拡張し、1927（昭和２）
年には「養老部」を併設することとなる。その
後、第二次世界大戦終戦とともに1947（昭和22）
年４月10日、50年間に渡り児童らの保護を行っ
てきた「育児部（定員80名）」（以下、育児部）
を廃止、同年９月３日に旧生活保護法に基づく
生活保護施設（養老）として認可され現在に至
るのである。
小樽孤児院は明治時代後半、北海道の一地方
都市において、慈善的精神をもった個人が興し
た施設であり、国全体を見渡してもこのような
「宗教的個人的な慈善救済」（1）に基づく施設が、
主に児童保護の分野で設立された時期でもあっ

た。そして、「地方庁の緊急救護施設は、東京府
養育院の除けばそのほとんどが明治10年代まで
に廃止されていったのに対して、これらの宗教
的個人的慈善救済施設は、長期にわたって救済
施設として収容保護の役割を果たしていった」（2）

のである。このような観点において、小樽育成
院は児童保護分野での救済施設から高齢者施設
へと変容しながらも、その役割を果たし続けた
といえる。
本稿では、地方都市において慈善的救済を発
端としながら、現在も社会福祉施設として存続
し続けている小樽育成院の根幹となる、小樽孤
児院からはじまる児童保護を事業の柱とした50
年間の歴史を紐解くとともに、育児部に在籍し
た者達の記録からその状況を概観することで、
当時、小樽育成院の果たした役割を考察した
い。
なお、本研究は、科学研究費の基盤研究（B）

「養老院・養老施設における処遇（ケア）の特質
に関する研究」（課題番号21330140：研究代表者
本学教授　岡本多喜子）において収集された、
小樽育成院に関する資料の一部を用いているこ
とを付記する。

２．小樽育成院育児部の歴史
『小樽育成院　七十年のあゆみ』では、小樽
孤児院創設から育児部廃止までの期間を「草創
時代」（1989（明治31）年～1927（昭和２）年）
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及び「基礎確立時代」（1927（昭和２）年～1957
（昭和32）年」として位置づけており（3）、まさに
小樽育成院の土台形成の時期といえる。さらに
これまでに編纂出版されている各種年誌（4）の記
述をもとに、その期間の変遷を追ったところ、
小樽育成院が児童を中心とした救済保護を行っ
ていた期間は、おおよそ４期に分けられる。
以下、前述した各種年史の記述をもとに、各
期の状況についてまとめる。

２－１　第１期「創設期」：1898（明治31）～
1905（明治38）年
1898（明治31）年、旧南部藩士であった中島
が３名の孤児を携え、小樽孤児院として児童救
済事業を開始した。創設者である中島自身は、
岡山孤児院の事業に「心を動かされた」（5）とい
う。
当初３名だった孤児は急増の一途をたどる一
方で、施設の運営資金の調達には非常に苦慮
し、中島自ら故郷である盛岡や八戸にまで出向
き、支援の要請をしたという。
増え続ける孤児達を新たに収容するため、中
島は小樽市の有力者に院舎新築への協力を取り
付け、1903（明治36）年に奥沢村に新院舎を設
立した。しかし、新院舎建築の途上で有力者が
死去したため、中島は他の協力を求め奔走した
がその建築費用の半分が負債となり、院の運営
はより切迫した状況に追い込まれた。
健康を害した中島は、親戚の赤塚治徳に引き
継ぎを懇願し盛岡に帰郷することになるが、そ
の赤塚も健康を損ない1906（明治39）年１月に
退職する。退職を目前に控えた1905（明治38）

年11月に事務員として採用したのが、かねてか
ら「小樽活版社」に勤務し集金に訪れていた初
代院主輿水伊代吉であった。
資金難のため閉鎖の危機に直面していた小樽
孤児院は、輿水にその運営を委ねたことによ
り、存続の道を開くことができたのである。

２－２　第２期「興隆期」：1906（明治39）～
1926（昭和元）年
輿水は、院主に就任した直後から寄付や義捐
に頼らない財政的自立をめざし、その経営手腕
を発揮したといえる。その先駆けは、小樽市内
で開かれていた「朝市場」の管理を輿水自ら小
樽警察著に申し出て、受託することから始まっ
た（1935（昭和10）年４月に廃止されるまで存
続）。その年には慈善看護協会（6）、収益事業を担
う授産部（手工部、農業部、機業部）も創設し
た。さらに、道庁からの補助金受託（1908（明
治41）年）、「午砲部」（7）の創設（1909（明治42）
年）、月１回の慈善音楽会の開催など、様々な運
営資金獲得のための工夫を行ったことで、決し
て潤沢とはいえないまでも、一時期のような切
迫した状況からは脱することになる。
このような経営的努力とともに、小樽孤児院
を「小樽育成院」と改称し（1910（明治43）年）
児童保護を行う部門を「育児部」として位置づ
けた。そして入院児童も60名を擁するに至っ�
た（8）（9）。『永遠に（小樽育成院創立百周年記念
誌）』（以下、『百周年記念誌』）では当時の施設
規模について、「全道の育児事業をその収容数
から見ると、函館慈恵院51名・帯広北星院20
名・岩内救護院14名・札幌育児院12名…（以下

本稿における育児部の歴史区分

■第１期　1898（明治31）～1905（明治38）年　中島武兵による小樽孤児院「創設期」
■第２期　1906（明治39）～1926（昭和元）年　輿水伊代吉院主就任を契機とした「興隆期」
■第３期　1927（昭和２）～1940（昭和15）年　養老部との「併設期」
■第４期　1941（昭和16）～1947（昭和22）年　社会情勢の悪化と度重なる院主交代による「不安定期」
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省略）その収容数に於いては、当時北海道最大
の施設であった」としている（10）。
またこの時期、老衰者４名が院内に収容され
ていたとの記録があることから（11）、すでに高齢
者との混合収容が行われていたということがい
える。さらに『小樽育成院三十年誌』（以下、
『三十年誌』）には、「…（省略）養老部開設以前
ニ於テ老衰者及失業者二十三名ヲ収容保護セ
リ」（12）という記録が残されており、成人入院者
数も増加していった様子がうかがえる。
輿水による救済事業において、大きな役割を
果たす付属農園の開墾が決定されたのが1915
（大正４）年である。輿水はこの事業を「先人未
踏の処女林を拓いても農地をおこし食料の自給
を図ると共に、院生には成人後、農業を志す者
にはこれを分与して自立させる方針で、ここに
育成院開拓村の理想郷を造りあげることを目
的」（13）とし、「本院経営事業として最も苦心を要
するものであり、しかも永遠なる事業であるも
のは付属農場の経営であります。」（14）と述べて
いることからも、付属農園事業に対する強い思
いをうかがうことができる。

２－３　第３期「併設期」：1927（昭和２）～
1940（昭和15）年
小樽育成院では1927（昭和２）年、「養老部」

（定員60名）が併設された。その経緯について
「大正の終わり頃から其の筋の依頼で臨時に老
衰孤独の者を収容することが度々であったの
で、養老部を併置することに決定」（15）したと、
記録が残されている。あわせて輿水自身も、「世
間が往々老後の考えもなく無為に過ごした不生
産的な人間を養うなんて余りに物好きだ位に言
ふ人がある。それは余りに極端な話である。生
後六十年間も何も世の中の爲めにならぬ人間も
ないものです。何か社会の爲めに働いた時も
あったに相違いない。（中略）今日は老衰して何

分働くことも出来ず、養ふ義務者もない、殆ど
野垂死をするのを我々同胞が黙ってみている訳
には行かぬ云々」（16）と考えていたようだ。
しかし世界恐慌、第二次世界大戦へと向かう
不安定な社会情勢の中、育児部の入院児は定員
一杯の80名近くに上っていた。その一方で、財
政を支えていた様々な委託事業（午砲部、朝市
場）の解消が相次ぎ、付属農園においては度重
なる冷害などによって、運営資金の獲得が思う
ように運ばない時期でもあった。

２－４　第４期「不安定期」：1941（昭和16）
～1947（昭和22）年
輿水の死去により、娘婿であった輿水安太が
院主に就任した。しかし、翌年には辞任、それ
以降、院主の交代や不在の時期が続くことに
なった。
第二次世界大戦による社会的混乱の中で、終
戦とともに1945（昭和20）年、小樽育成は引揚
者の収容を委託された。『百周年記念誌』には、
当時の様子について、「昭和20年、外地からの引
揚者の収容を委託された。引揚者の心の荒み、
生活の遍迫で院内の空気も荒廃甚だしく、襖・
障子等破壊して焚いたり、物品を持ち出し売り
払う等珍しくなくなり、院の経営を更に困難な
ものにした。」（17）と記述されているように、戦後
の混乱を反映したかのような、すさんだ状況に
あった。
さらに、戦後の支援物資の取り扱いについて
問題を抱えた小樽育成院は、その社会的な責任
を回復するための手立てを打たなければならな
い状況が生じた。その当時の状況について、
「斯る乱世に處しても院は事業の性格とし
て、聊かも法を潜るが如き行為は許されな
かったし、軍の要求も苛酷であり、世人の監
視も厳しかったので、之が経営の責任に立つ
者は、被収容者に衣食を給することのみで
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も、並々ならぬ心労苦慮を煩いはしたであら
うことは、充分理解し同情し得るものでは
あったが、兔も角些細な手落ちに端を発した
事ととは言え、三代に亘り経営責任者が不運
にも相ついで忌諱を受けて、職を去らねばな
らぬ不祥事が続いたので世の疑惑の目が院の
上に注がれ、多年の信を根底から失いかねな
い危急の事態に立ちいたったので、関係当局
からの強い要望もあり、速やかに経営を刷新
明朗化して世望を恢復する事が切實な問題と
なったのである。」（18）

このように緊迫した状況の中、経営の刷新明
朗化の手段として育児部を廃止し、旧生活保護
法に拠る救護施設として養老部を存続する道が
とられた。そして、この時点で50年間にわたる
小樽育成院による児童保護の歴史が終焉するこ
ととなる。

それでは、このような歴史上に存在した、育
児部の入院児童達の姿は一体どのようなもので
あったのだろうか。次に、小樽育成院において
保管されているいくつかの資料をもとに、在院
した児童の状況についてみていきたい。

３．『育児部入院簿』及び『育児部退院者名簿』
からみえる在院児の状況
３－１　資料の分析にあたって
本稿では、小樽育成院に保管されていた育児
部に関連する資料を用い、育児部に在院してい
た児童の状況について把握することを試みた。
第１の資料は『育児部入院簿』（以下、入院
簿）である。これは1898（明治31）年から1946
（昭和21）年までの間の、各年ごとの入院した者
の氏名600名分が記載されている。
第２の資料は、『育児部退院者名簿』である。
この資料は２種類に分かれており、１つは1907
（明治40）年から1944（昭和19）年（注：この年
は、一覧表中には年の変わり目を表すと思われ
る区分線はひかれているものの、具体的な年号
の記載がないため推定である）までの、退院し
た者の各年ごとの氏名の一覧表であり、576名分
が掲載されている（以下、退院者名簿一覧）。２
つめは、退院した者の個人記録583名分である
（以下、個人記録）。
以上の資料から把握できる項目の一覧が表１
である。
最も掲載人数が多い入院簿をもとに、それぞ

表１　育児部に関わる資料と掲載項目
入院簿（600名分） 退院者名簿一覧（576名分） 個人記録（583名分）

記
録
さ
れ
て
い
た
項
目

・氏名
・生年月日
・収容年月日
・本籍
・収容当時の住所

・氏名
・退院年

【本人】　　　　　　　【保護者】
・氏名　　　　　　　　・職氏名
・生年月日　　　　　　・本籍
・本籍の本籍　　　　　・住所
・本人の住所　　　　　・本人との関係
・職業／学歴
・入院年月日
・退院年月日
・入院前の状況
・退院後の状況
・経費関係

注）�個人記録は当初、院独自の様式で記載されていたが、救護法の施行に伴い名称を「身分帳」と改め、様式もそれ
に則った形になった。記載項目は従来のものとほとんど合致している。さらに一部の個人記録には「要救護者調
書」も添付されるようになった。
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れの資料に掲載されている氏名の照合作業を
行ったところ、入院簿には掲載されていない退
院者名簿一覧への掲載氏名、個人記録のみが存
在する場合があることが判明した。このような
ケースを加えた結果、各種の資料において、育
児部に在院していたことが確認できた者の数は
611名となった。本稿での分析は、この611名を
対象としたものである。
さらに、入院簿及び個人記録に未記入項目が
あった場合には、双方の資料を照合しながら未
記入の項目を補完する作業を行い、入退院年月
日について、入院簿、退院者名簿一覧、個人記
録で違いがある場合、個人記録の記載を優先し
た。また、生年月日、入院年、退院年のいずれ
かが不明な場合、判明している項目の加除によ
り算出した。（例：生年月日＝入院年－入院時の
年齢、入院年＝退院年－（退院時の年齢−入院
時の年齢）、入院時の年齢＝退院年－入院時の
年齢）
資料中、再入院と思われる記録が複数見られ
た。その場合には延べ数とし、個々を分析の対
象とした。
なお、育児部に在籍していたのは児童だけで
はなく、家族で入院していた場合（母子や父子

を含む）の親や、入院時、あるいは在院期間中
に成人に達した入院者の記録も各資料中に保管
されていた。よって、これらの在院した者は正
確には「在院児（者）」として記述すべきである
が、入院した者のほとんどが義務教育終了前に
入院したケースであった事実から、本稿では育
児部に在籍したものを ‘ 在院児 ’ と表記するこ
ととする。

３－２　在院児の状況
３－２－１　入退院時の年齢
在院児の入院時の年齢、及び退院時の年齢に
ついてまとめたのが図１である。
最低入院年齢は０歳、最高入院年齢は53歳で
あった（これは母子で入院した母親の記録が反
映された）。入院年齢は３歳、５歳をピークとし
た０～８歳が中心である。それ以上の年齢で入
院する数は減少している。
不明を除いた入院時の平均年齢は6.3歳で
あった。
一方、退院年齢は５歳で１回目のピークを迎
えるが、義務教育終了後の13歳での退院も多く
なっている。これについては、当時の院規則に
おいて入院が14歳までと定められていたことを
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注）『育児部入院簿』及び『育児部退院者名簿』より作成

(

図１　入院時及び退院時の年齢分布
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反映しているものと推察する。しかしその反
面、成人を過ぎ、20歳以上で退院するケースも
60ケースを超えている。
なお、不明を除いた退院時の平均年齢は9.8歳
であった。

３－２－２　在院期間
在院児611名の在院期間は図２に示す通り、

「１年未満」が34.9％と最も多く、ついで「１～
２年未満」が18.3％、「２～５年未満」が17.3％
と続く。在院児の半数以上は入院から２年未満
で退院する一方で、15年以上の長期入院が６％
弱みられた。
不明を除いた平均在院期間は3.6年であり、最
長在院期間は36年（1906（明治36）年入院、1942
（昭和17）年退院の事例）であった。

３－２－３　在院児の入退院の理由について
在院児の入院理由及び退院理由について、主
に個人記録の「入院時の状況」と「退院後の状
況」の記述を読み起こすことによって分類を試
みた。「入院時の状況」には、主に入院理由及び
入院時の年齢、保護者の氏名等が記述されてい
た。「退院後の状況」には退院理由、退院に至る
までの経緯、退院後の行き先等が記述されてい
た。これらの記述の分量はおおよそ数行程度の

非常に簡潔なものであり、いわゆるケース記録
のように日々の状況を書き込む形式にはなって
いない。
以下、入院年ごとの入院理由、退院年ごとの
退院理由の分布を整理した一覧をもとに、全体
の傾向を把握し、特徴的な事例を紹介しなが
ら、断片的ではあるが在院児の抱えていた背景
や当時の育児部における対応の様子をみていき
たい。
なお、記載した事例の内容は原文のままでは
なく、筆者が現代的に表現をおきかえ、まとめ
た形式をとった。

（１）入院理由
育児部に入院した理由について、主に個人記
録の「入院前の状況」に記述されている用語
（「貧児」「孤児」「棄児」「遺留児・遺児」「託児」
「依頼（委託）収容」）、及び用語の記述がない場
合は記録内容をもとに、これらの項目に沿って
分類を行った。なお、育児部が「児童虐待防止
法」施行に伴い、委託機関として指定されたこ
とを受けたことにより、虐待を理由とした在院
児の記録が複数みられたことから、「虐待」を分
類項目に含めた。
上記の作業をもとに、各年ごとに入院児の入
院理由の分類を行った結果が表２である。
最も多い入院理由は「貧児」で、全体の半数
近くに上る。小樽孤児院発足当時は入院数も少
なく、「貧児」として入院する場合より「棄児」
を理由とした場合が多いが、明治時代後半以
降、「貧児」として入院する場合が多くを占める
ようになる（この点については、輿水の院主就
任以前の在院児記録の多くが欠落していること
に留意する必要がある）。「孤児」の入院状況を
みると、明治時代後半、まとまった人数が入院
している。それが落ち着いた大正初期には、「棄
児」の入所が増化する状況がみられた。総じて

図２　在院期間
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注）『育児部入院簿』及び『育児部退院者名簿』より作成
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表２　入院理由� （人）

西暦（年号） 入院数 貧　児 棄　児 迷　子 孤　児 遺留児
遺　児 託　児 一時収容

臨時収容
委託（依
頼）収容 不　明 虐　待 その他

1898（明治31） 3 1 2
1899（明治32） 0
1900（明治33） 0
1901（明治34） 4 1 2 1
1902（明治35） 0
1903（明治36） 0
1904（明治37） 2 1 1
1905（明治38） 1 1
1906（明治39） 28 18 6 1 2 1
1907（明治40） 23 13 2 3 5
1908（明治41） 31 21 1 5 3 1
1909（明治42） 29 21 8
1910（明治43） 25 18 2 3 2
1911（明治44） 23 14 7 1 1
1912（大正元年） 11 2 6 3
1913（大正2） 27 15 3 1 3 1 1 3
1914（大正3） 17 6 3 3 1 4
1915（大正4） 14 8 3 2 1
1916（大正5） 14 6 8
1917（大正6） 5 1 2 2
1918（大正7） 13 6 1 1 3 2
1919（大正8） 13 2 1 3 2 3 2
1920（大正9） 20 14 1 2 1 2
1921（大正10） 8 5 1 1 1
1922（大正11） 9 8 1
1923（大正12） 11 9 1 1
1924（大正13） 12 8 1 1 2
1925（大正14） 4 2 2
1926（昭和元年） 15 1 11 3
1927（昭和2） 11 7 1 3
1928（昭和3） 11 8 1 2
1929（昭和4） 17 5 1 1 5 3 2
1930（昭和5） 10 3 3 1 3
1931（昭和6） 6 2 4
1932（昭和7） 8 3 1 2 1 1
1933（昭和8） 15 1 1 2 5 6
1934（昭和9） 9 6 1 1 1
1935（昭和10） 25 9 1 4 1 3 6 1
1936（昭和11） 15 6 1 3 3 2
1937（昭和12） 21 4 2 4 3 1 2 5
1938（昭和13） 21 8 2 5 6
1939（昭和14） 21 9 2 2 2 2 4
1940（昭和15） 9 1 1 1 3 3
1941（昭和16） 4 1 1 2
1942（昭和17） 14 10 2 2
1943（昭和18） 10 3 1 1 1 3 1
1944（昭和19） 5 4 1
1945（昭和20） 12 5 1 2 3 1
1946（昭和21） 5 2 1 2
総数 611 285 45 10 68 42 33 17 20 58 10 23
（対入院総数比） 46.6% 7.4% 1.6% 11.1% 6.9% 5.4% 2.8% 3.3% 9.5% 1.6% 3.8%
注）１．『育児部入院簿』及び『育児部退院者名簿』をもとに、入院年が判明した611名を対象とした。
　　２．理由項目は、『育児部退院者名簿』の個人記録に基づいている。
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「棄児」「孤児」「遺留児・遺児」に対する救済を
柱としていた状況が表２から読み取ることがで
きる。
以下、各入院理由に該当する事例を紹介す
る。

＜孤児の事例＞
◇女子【1906（明治39）年入院／1928（昭和
３）年退院／入院当時６歳】
孤児として収容。小学校卒業後、電話交換
手を命じられる。貯金支局事務員などを経
て昭和２年、就籍、結婚により退院。
◇男子【1908（明治41）年入院／1929（昭和
４）年退院／入院当時１歳】
孤児として収容。小学校卒業後、付属農場
にて農業を見習う。徴兵となり本人の独立
希望にて退院する。

＜棄児の事例＞
棄児の場合、その多くが引き取りではない形
で退院していった。しかし、次の事例のように、
警察との連携で棄児の保護者が発見され、引き
取りにつながった事例もみられた。
なお、棄児や孤児の場合で、身元が全く判明
しないものの一部は、輿水が就籍をさせていた
形跡がみられた。
◇男子【1940（昭和15）年入院／同年退院／
入院当時３歳】
オタモイ付近の洞窟に捨てられているのを
付近の人が発見。警察の報告によれば、両
手両足を縄で縛られていた。小樽警察署よ
り依頼があったため入院となる。その後、
警察の努力で両親判明する。刑事が来院し
て引き渡す。

＜遺留児の事例＞
◇男子【1907（明治40）年入院／1913（大正

２）年退院／入院当時９歳】
遺留児として収容。小学校卒業後、院内で
実業見習い。大正２年、某店に奉公のため
に退院す。

これらのように貧児、棄児、孤児らに対する
救済を中心としながらも、経済状況の悪化や戦
争などによる社会的状況の変化、法律の整備に
よる収容要請に対応している事例がみられた。
以下、そのような具体的事例をあげながら、
当時の様子を概観することとする。

＜障害を理由に入院した事例＞
個人記録の中には、身体的・知的な障害を理
由に入院した事例が数例みられた。なお、これ
らの事例は表中「その他」に分類した。
◇男子【1944（昭和19）年入院／1946（昭和
21）年退院／入院当時12歳】
昭和16年盲唖学校に入学。昭和17年成業の
見込みなく、盲唖学校を断られる。昭和19
年実父の願い出により引き渡すが同年、父
の希望で再入院。その後、岩内救護所に移
籍となった。

＜親の収監中に収容される事例＞
親が何らかの罪で収監され、その間収容され
る事例である。そのような場合、個人記録には
「在盗人携帯児」と記載されていた。
◇女子【1913（大正２）年入院／同年退院／
入院当時４歳】
在盗人携帯児として収容。母の願いにより
引き渡す。
◇女子【1913（大正２）年入院／1925（昭和
元）年退院／入院当時７歳】
在盗人携帯児として収容。家見習い中、縁
組成り退院する。
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＜育児部における「託児」の実態＞　
大正年代に入り付属農園の開拓が開始された
と同時に、輿水は開墾のために故郷の山梨から
弟家族を呼び寄せたり、農園経営の携わる人材
を集めた。「託児」に分類されるのは、家族で転
居してきたその子ども達を育児部で預かった場
合がほとんどであった。

＜方面委員が関わる事例＞
救護法の施行に伴い、方面委員の申し出によ
り入所する事例がみられるようになる。さらに
個人記録には、世帯の「要救護者調書」が添付
されている事例も存在した。
◇男子【1936（昭和11）年入院／同年退院／
入院当時10歳】
実父の入院先から通学していたが、不便の
ため市の依頼により入院する。父に関する
調書は左記の通り（方面委員）。本人、奥沢
小学校に転校するが、市社会課員の立会の
もと、樺太に住む叔父に引き取られる。

＜親子で入院した事例＞
母子保護法の施行前後を含め、母もしくは
父、あるいは両親を伴い家族で入院する事例が
８ケースみられた。母子入院の場合、子どもの
記録に「母親は養老部に入所」と記述されてい
る場合と、母親の個人記録も子ども達の記録と
ともに育児部にて保管されている場合の２通り
がみられた。親に対する対処の違いが何に拠る
のかは、不明である。
◇男子【1928（昭和３）年入院／1931（昭和
６）年退院／入院当時４歳】
貧児として収容。父は死亡し、母と盲目の
兄とともに暮らしていたが困窮。近所の人
の申し出により入院。母は養老部に入所。
その後、母はそこで再婚し外に家を持つこ
とになり、兄ともども退院する。

◇女子【1942（昭和17）年入院／1943（昭和
18）年退院／入院当時５歳】
方面委員より、母子保護法により入院。母
は院の保母として職につき、母子保護法は
適用せず。本院職員と結婚し、義父の退職
にあたり、母の申し出により退院する。

＜虐待により入院する事例＞　
個人記録の記載に「虐待」という用語が明記
されるようになるのは、「児童虐待防止法」の施
行以降で、それ以前の記録においては虐待を理
由とした入院事例はみられなかった。
虐待を理由に入院した場合、以下のような事
例が残されていた。
◇兄妹【1941（昭和16）年再入院／1943（昭
和18）年退院／入院当時　兄９歳　妹８
歳】
昭和14年、児童虐待防止法により入院。そ
の後、父が悔悛したため昭和15年に引き渡
した。しかし、再び虐待が始まり、兄妹が
院に避難してきたため再入院となった。院
の職員が札幌の自宅を訪ね様子を見にいっ
たところ、父は不在。母は在宅していた。
引き取りの要望はあるが家庭の状況をみる
と帰宅後が憂慮される。昭和18年、委託処
分廃止のため、父に引き渡した。

＜戦後孤児を収容した事例＞
第二次世界大戦終戦後、戦争孤児を収容した
記録が残されている。小樽市内のみならず、東
京で孤児になった児童をも保護していた。
◇男子【1945（昭和21）年入院／同年退院／
入院当時11歳】
東京で戦火にあい、兄弟３人と東京を出
発。小樽駅で下車するが、兄達が行方不明。
地方費救護者として収容する。その後、兄
に引き取られる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表３　退院理由� （人）

西暦（年号） 退院数
引取り 独立

養子 他機関へ
転院

無断退院
（行方不
明・逃亡）

死亡 その他 不明親 親以外 就業・就
学等 結婚

1907（明治40） 9 7 2
1908（明治41） 23 15 7 1
1909（明治42） 26 11 9 1 3 2
1910（明治43） 24 14 6 1 2 1
1911（明治44） 19 15 2 1 1
1912（大正元年） 9 4 3 2
1913（大正2） 23 10 5 1 3 2 1 1
1914（大正3） 22 10 7 1 1 3
1915（大正4） 27 17 4 1 2 2 1
1916（大正5） 12 6 3 1 2
1917（大正6） 3 2 1
1918（大正7） 4 2 1 1
1919（大正8） 15 8 4 1 1 1
1920（大正9） 19 10 3 1 1 4
1921（大正10） 9 4 1 1 2 1
1922（大正11） 11 7 2 2
1923（大正12） 7 1 1 1 2 1 1
1924（大正13） 15 10 1 1 3
1925（大正14） 13 5 5 1 1 1
1926（昭和元年） 21 8 1 4 2 5 1
1927（昭和2） 10 7 3
1928（昭和3） 5 2 1 1 1
1929（昭和4） 12 1 4 1 1 3 1 1
1930（昭和5） 19 3 1 3 1 4 6 1
1931（昭和6） 10 4 2 1 1 2
1932（昭和7） 4 1 1 2
1933（昭和8） 7 4 3
1934（昭和9） 6 2 2 1 1
1935（昭和10） 22 8 3 3 7 1
1936（昭和11） 19 12 3 2 2
1937（昭和12） 19 10 2 2 1 1 2 1
1938（昭和13） 15 6 2 5 2
1939（昭和14） 18 5 3 4 2 4
1940（昭和15） 22 13 2 1 1 1 2 2
1941（昭和16） 14 4 5 4 1
1942（昭和17） 13 7 1 1 2 1 1
1943（昭和18） 13 6 1 1 3 2
1944（昭和19） 8 6 1 1
1945（昭和20） 16 2 3 1 1 7 2
1946（昭和21） 12 4 1 6 1
1947（昭和22） 1 1
総数 576 273 85 44 21 11 22 36 47 14 23
（対退院総数比） 47.4% 14.8% 7.6% 3.6% 1.9% 3.8% 6.3% 8.2% 2.4% 4.0%
注）１．『育児部入院簿』及び『育児部退院者名簿』をもとに、退院年が判明した576名を対象とした。
　　２．�退院理由の項目は、『育児部退院者名簿』の個人記録及び、一部『育児部入院簿』に記載されていた内容に基

づいている。
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（２）退院の理由
退院年が判明した576ケースの退院理由をま
とめたものが表３である。
全体のおよそ７割以上が「親」あるいは、「親
以外」による「引き取り」により、退院に至っ
ていた。
年代のよる特徴も見受けられ、明治時代にお
いては、急性脳膜炎などの疾病により死亡する
ケースもみられたものの、「引き取り」、「養子」
あるいは「結婚」という形で家庭に戻ったケー
スがほとんどである。大正時代以降、「他機関へ
転院」を理由にして退院する事例がみられる
が、そのほとんどは警察署に再度引取られた
り、あるいは感化院などに移籍したものであ
る。

＜他機関への転院を理由として退院する事例＞
◇男子【1913（大正２）年入院／同年退院／
入院当時９歳】
「貧児」として入院するが、性質不良のた
め小樽警察署に返戻す。
◇男子【1926（昭和元）年入院／同年退院／
入院当時14歳】
小樽裁判所検事局より小樽警察署を通じて
依頼収容児として入院した。夜無断外出
し、市内の派出所で発見されたが、悔悛の
見込みがないため小樽警察署に返戻した。

なお、育児部廃止の前年1946（昭和21）年の
「他機関へ転院」については、すべてが「岩内救
護所」への転院であった。翌年の廃止に向けて、
社会的な自立が難しい児童や家族への対応と推
察される。しかし、廃部当時に入院していた者
すべての記録が存在しているわけではないた
め、対応の一部として捉えることが妥当であろ
う。
昭和にはいると、それまでほとんど見られな

かった「無断退院（行方不明・逃亡）」するケー
スが出始める。その時期は、先述した育児部の
歴史における第３期から第４期（施設内の環境
の悪化が進んだ）に合致する。さらに無断逃亡
した者の個人記録をみると、少年教護法により
小樽警察署、あるいは区役所から依頼をうけて
入所に至った事例が多くみられた。

＜孤児で入院、逃亡のため退院扱いになった事
例＞
◇男子【1935（昭和10）年入院／同年退院／
入院当時14齢（自称）】
市内各所を浮浪し、窃盗団で見張り役をし
ていたが、検挙され不起訴となった。小樽
警察署の依頼により収容。本人は父母共に
行方不明。札幌にて屑拾い等をしていた。
院内では総務主任とともに就寝し、昼間は
主任監護のもと、事務所にて小間使いとし
て小用を果たしていた。次第に身心の更生
を計る。しかし、院より逃亡し、その際、
火薬の使用許可証を所持したまま逃亡し、
行方不明になった。直ちに小樽警察署に捜
索を依頼するとともに、本院よりも終夜市
内を捜索、かつて居住していた札幌市豊平
橋付近の乞食小屋を捜索するが、見つから
なかった。

先述した退院年齢の分布で、14歳を過ぎて退
院に至るケースが多数存在することについて触
れたが、個々の退院理由を追っていくと退院に
至るまでの間、院内の授産部門、あるいは農場
にいったん籍を置いた後、独立するケースが60
ケース以上みられたこととの関係が推察され
る。
具体的には、義務教育を修了した児童で、引
取り手や奉公先がない場合など、すぐには退院
することができない児童達を、「洗濯部」（1933
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（昭和８）年創設）、「付属農園」（のちに事業部
門と独立し、「農業部」と改称。輿水が逝去した
あとは売却された）などに、「院内において実業
見習」「農場において家事見習い」「農場におい
て農業見習い」「農場にありて農夫及び家政見
習い」「農場に転居」（以上、個人記録より抜粋）
というように、籍をおかせていた形跡が残され
ている。
特に農場が売却される1941（昭和16）年まで
の間、1920年代（大正後期から昭和初期にかけ
て）に入院した児童を中心に農場を経由して独
立にいたるケースが多々みられた。

＜付属農園を経由して退院にいたる事例＞
◇男子【1906（明治39）年入院／1942（昭和
17）年退院／入院当時10歳】
明治42年小樽唖学校卒業。本院にて実業見
習い。大正４年以来、付属農園に従事する。
昭和17年農場より帰還。即日養老部の被保
護者として収容する。
◇男子【1925（大正14）年入院／1930（昭和
５）年退院／入院当時14歳】
小樽警察署依頼収容児。本籍地に照会した
が不明。大正15年農場に転居。農業に従事
する。昭和５年、本人の希望により理髪店
徒弟として岩内町に移る。

３－３考察
育児部においては、「貧児」を中心に救貧的な
救済事業が展開されていた。この点について、
1910（明治43）年から十勝で児童保護事業を展
開していた「北星園」（19）の状況と比較すると、
同園の1910（明治43）年から1923（大正12）年
までの統計で、「貧児」と「孤児」の入院数がほ
ぼ同数であった（20）ことから、小樽育成院におい
ては、「孤児」救済の比率が高いといえるが、こ
のような差異は地域の状況により変化するもの

と思われる。さらに、退院の理由に関しても、
地域的な状況や施設がもつネットワークなどに
よって、差異が生じるものと推察する。
育児部では教化、母子保護、虐待児保護と
いった様々な社会的要請に対して、その当事者
達を受け入れてきたと同時に、児童保護の枠を
超え、成人、高齢者をも含み救済・保護にあ
たってきた状況が垣間見えた。このような育児
部の取り組みの根底には、輿水が『三十周年誌』
のなかで自身の挨拶文とした「三十年の春秋を
顧みて」において述べている、次のような事業
に対する考え方、姿勢を反映しているのではな
いか。（以下、抜粋）「本院のもとより社会事業
の一端として倦むことなく三十年の春秋風雨を
辿って参りましたが、本院の事業は勿論華やか
なものではありませんでした。あくまでも消極
的、縁の下の力持ちで御座います。然も尚私達
は本院の事業の重要さを自覚致します。事業の
消極性─そこにむしろ気づかざる重要さと苦心
を見出さずにはいられないからございます。」
そして、当時の多くの児童保護施設において
は、在院児の社会的自立向けた授産の意味と、
施設運営費の確保を目的としたいわゆる授産部
門が設置されていたが、輿水が信念といえるほ
ど多大な力を注いだ付属農園の役割には注目し
たい。実際、今回分析の対象とした事例の１割
以上が、付属農園に何らかの形で関わり、そし
て退院に至っている。それは、輿水が構想した
通り、付属農園が収益事業にとどまらず、在院
する児童や家族が社会的な自立を図るためのあ
る意味プラットホームの役割を担い、さらには
就労の場、家庭生活を営む場として、生活その
ものを支える役割までをも担っていたといえ
る。
しかし輿水の逝去後、後継者がいなくなった
付属農場は売却され、そのことは、育児部の救
済保護にも大きな影響を与えたことは否めない
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であろう。そしてリーダーの度重なる交代など
運営における継続の危機と、戦中、戦後の社会
的混乱による救済保護の困難性があいまって、
いくつもの不遇が重なる中、育児部は廃止に
至ったと推察される。

４．おわりに
本稿では、北海道の地で、ある時期最大の収
容児を擁した小樽育成院育児部の明治から昭和
の時代における救済保護の状況の、ごく限られ
た一断片を明らかにしたにすぎない。
しかし、その一断片からも輿水の救済保護に
対する情熱とある意味独特の運営方法によっ
て、多くの児童、家族を救う大きな役割を果た
していた状況が浮かび上がった。
今後は、他の孤児院との比較検討を行うなど
新たな分析の枠組みを用いつつ、その地域性や
独自性についてより深めていきたい。
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